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障害者差別解消法施行（2016年 4月 1日）から 2年たったが、視覚障害者に

対する社会の理解は進んだのか？ その実情を把握するために、公益財団法人

日本盲導犬協会（井上幸彦理事長）では、盲導犬を使用する視覚障害の方 183

人に聞き取り実態調査を行いました。昨年に続いて 2回目の調査です。また受

け入れ拒否にあったユーザーに対し、協会も一緒に対応した事例も集計しまし

た。 

当事者の声を多くの方へ伝えることにより、誰もが暮らしやすい社会へ向け

より一層の理解と法の周知を徹底したいと考えます。 

 

【今回の聞き取り調査から見えてきたこと】 

① 『実態調査』では「過去 1年、飲食店などで盲導犬同伴での受け入れ拒否に

あったかどうか」を尋ねたが、「拒否された」は 109人（59％）で、前

年調査から 4ポイント上がった。拒否回数も前年の延べ 210回から 348回へ

と増えた。 

また、ユーザーの説明だけでは理解を得られず、日本盲導犬協会で対応した

受け入れ拒否『対応事例』は過去最高の 71件に及んだ。 

これらの数字は解消法の周知がなかなか進んでいないことを示す。 

 

② 一方、ここ 1年で「障害に対する人々の理解や考え方の変化」を尋ねたとこ

ろ、89人（49％）が「よい方向へ変化した」と答え、前年調査から

23ポイント増えた。その理由としては、「駅ホームなどで声をかけられた」

があげられ、これは視覚障害者のホーム転落事故をうけ、駅や街での声かけ

の機運をユーザーが敏感に感じていることがうかがえる。 

 

③ 「障害を理由とする差別があったか」という質問に対し、 

「あった」が 62人（33％）。前年より 3ポイント下がった。 

ただ、受け入れ拒否にあった 109人のうち 57人（52％）は「ない」と答えた。

解消法は盲導犬同伴の場合にも受け入れ側に社会的障壁をなくす「合理的配慮」

を求めており、受け入れ拒否は「障害を理由とする差別」にあたるが、当事者

は自身への差別ではなく、犬への不当な扱いと捉えているのかもしれない。 

障害者差別解消法施行から 2年 

盲導犬ユーザーへの差別実態調査 
6割が受け入れ拒否を体験 

一方、半数が周囲の声かけなど「好意的変化」を感じた 
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【付記】 

総務省が初の盲導犬受け入れ拒否の実態調査実施 
総務省関東管区行政評価局は、2020年の東京オリンピック・パラリンピック

に国内外から多くの盲導犬ユーザーが首都圏に集まることを考え、東京、神奈

川、埼玉、千葉の 1都 3県を対象に、受け入れ拒否の実態を把握するため、ユ

ーザー25人に加えて、飲食店やホテル、医療機関など 8事業者、地方自治体 8

か所から聞き取り調査を行い、2018年 3月に結果をまとめた。調査には日本盲

導犬協会が全面的に協力し、結果は協会ＨＰに掲載中。 

 

 

今回の調査報告書およびデータを別途用意しておりますので、ぜひとも報道

いただき、障害者差別解消法が目指す共生社会の実現へむけご協力賜りますよ

うお願い申しあげます。 

 

 

 

資料に関するお問い合わせ、取材をされる場合は事前に下記連絡先までご連絡

ください。 

 

 

 

【本件に関する報道関係者各位のお問い合わせ先】 

公益財団法人日本盲導犬協会 総務部広報室 八巻・白井 

〒150-0045 東京都渋谷区神泉町２１－３－３F 

TEL：０３－５４５２－１２６６  

 e-mail： k-yamaki@moudouken.net  URL：http://www.moudouken.net 
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